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日本語指導が必要な児童生徒等の
教育支援基盤整備事業
現状・課題

事業内容

（担当︓総合教育政策局国際教育課）

⻑期アウトカム（成果目標）

 外国人児童生徒等に関する教育の専門家から
なるアドバイザリーボードを省内に設置し、政策
⽴案に向けた情報や助⾔を得るとともに、新たに
外国人児童生徒を受け入れる自治体や学校
における指導体制の構築等について伴走支援
を実施、全国的な体制整備を図る。

２．外国人児童生徒等教育アドバイザリーボードの
設置・運営 ３百万円（３百万円）

（事業期間︓令和元年度〜）

 外国人の子供の就学状況等について実態把握
のための調査を継続して実施（毎年度）するとと
もに、学校での受入体制や教育環境の整備・充
実等の検討に資するためのデータ収集に向けた調
査を実施（隔年度）し、分析を⾏う。

３．外国人児童生徒等に関する状況調査
１２百万円（６百万円）

（事業期間︓平成3年度〜）

 外国人児童生徒等の自律的な学びを促進するとともに、学校における児童生徒および保護者への支
援の充実を図るため、外国人児童生徒等教育に関する資料等を集約したポータルサイト「かすたねっ
と」の運⽤を⾏うとともに、コンテンツの拡充等を⾏う。

１．ポータルサイト「かすたねっと」の運用・改善
100百万円（3百万円）

短期アウトカム（成果目標）アウトプット（活動目標）

外国人児童生徒等の教育に関する
掲載教材・コンテンツの拡充等の実施

教員・児童生徒・保護者の必要情報への
迅速なアクセスが実現し、学びが促進される

全ての地域で、外国人児童生徒等が
自律的に 学ぶことができる環境が整備される

〇公⽴学校における⽇本語指導が必要な児童生徒は、約8.5万人（9年間で約２倍）と増加。全国的な集住・散在化、⺟語の多様化も進⾏。また、そ
のうち、特別な配慮に基づく指導を受けられていない外国人児童生徒が約１割存在する。このような状況において、外国人児童生徒等が全国どの地域でも
充実した教育を受けられるよう、基盤整備を強化する必要がある。
〇令和８年１⽉に策定された「総合的対応策」では、研修動画等の一元化・情報検索サイトにおける掲載教材等の充実、アドバイザーによる伴走支援
等の実施が盛り込まれた。また、「外国人児童生徒等の教育の充実に関する有識者会議報告書」（令和８年６⽉）においても、掲載教材の充実、活用
の促進等について提⾔がなされ、速やかに実施することが求められている。

 利用対象の拡⼤・サイト全体の多⾔語化
現⾏の教員・支援者向けの「教材・⽂書検索」が中⼼であったポータルサイト
を、児童生徒や保護者にも対象を広げ、サイトを多⾔語化することにより、それ
ぞれの⽴場に応じて必要な情報にアクセスし、学びを進められるような「総合ポ
ータルサイト」に刷新する。

 掲載教材・コンテンツ等の拡充
⽇本語指導や教科学習の教材等について、発達段階や教科に応じた教材
や初期段階の⽇本語教材、保護者等への連絡⽂書等に活⽤できる多⾔語
での翻訳⽂書などを充実させるとともに、研修動画の一元化及びコンテンツの
拡充等を⾏う。

令和９年度要求・要望額 115百万円
（前年度予算額 12百万円）
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